













































































とする制度である。 は、少人数で専門性の高い 論 ことができ、同時に複数の委員会を開会できることから、政策領域が拡大し、法案件数 増加傾向にあった国会の実情にも沿う の った。　




















































































































いったような大きな変更はおこなわれなかっ 。常任委員会は、整理・縮小する とによ その継続が既定路線となり、一方で特別委員会は、制度上は設置条件の緩和という小幅な変更にとどまった。国会の役割の変化　
一九五五年一一月の自民党結党以降の政党情勢の変化とともに意思決定の実質的な舞台は国会 与党内部へと移


































「石炭対策特別委員会」 、 「災害対策特別委員会」 、 「公職選挙法改正に関する調査特別委員会」 （以下、 「公職選挙特別










科学技術特別委員会はそれ以前から 継続的に設置されている委員会である。公職選挙特別 は第一〇回国会、災害対策特別委員会は第三三回国 からほぼ継続して、国 ごとに設置され、田中角栄内閣以降も継続して設置されている。これらの特別委員会は、政権が交替して た おこなわれている いう特性がある。新設された特別委員会　
次に、佐藤内閣期において新設された特別委員会について整理





























複数回にわたり設置された委員会としては、 「体育振興に関する特別委員会」 （以下、 「体育振興特別委員会」 ）があ





























































（（ 回から設置 （（（ 回国会まで
継続して設置















規模の大型の委員 については、岸内閣期で平和条約及び日米安全保障条約特別委員会（以下、 「日米安全保障条約特別委員会」 ）が設置されている。衆議院では常任委員会のなかで五〇人の委員数をもつのは予算委員会のみであり、最大規模の委員会といえる。　
一九六〇年代前半の、岸・池田内閣期においても、一回～数回のみの特設型の特別委員会は設置されていた。岸・
池田内閣期では、オリンピック東京大会準備促進特別委員会を除くと、外交、国際関連に関連する事項について特別委員会が設置された。これにたいし、佐藤内閣期で 日韓 交正 化問題と う大きな外交事案とともに、数 少ないが、公害問題や体育振興など国内問題について設置されている。国内の重要政策である公害対策基本法案、およびその改正法案を審議した産業公害対策特別委員会もまた 佐藤内閣期における「特別な」特別委員会であっ といえる。　
佐藤内閣期においては、個々の特別委員会の設置をめぐっては、どのような経緯があった か。佐藤内閣期の政治



























図表 （　衆議院における （0 人規模の特別委員会設置例（～（（（（ 年 （ 月）
設置国会回次 委員会名
第 （（ 回 平和条約及び日米安全保障条約特別委員会
第 （0 回 日本国と大韓民国との間の条約及び協定等に関する特別委員会
第 （（ 回 沖縄返還協定特別委員会
第 （（～（0 回 沖縄及び北方問題に関する特別委員会
第 （0（ 回 日本国有鉄道改革に関する特別委員会
第 （（（・（（（ 回 リクルート問題に関する調査特別委員会
第 （（（・（（（・（（（ 回 税制問題等に関する調査特別委員会
第 （（（ 回 政治改革に関する特別委員会




























































じく、特別委員会の設置そのものが与野党間 懸案 ってい 。日韓特別委員会の運用　
翌一九日、衆議院本会議において、日韓特別委員会の設置が議決され、ようやく国会での審議がスタートした。一
〇月二一 、本会議で趣旨説明聴取および質疑がおこなわれた ち、二五日に 会 おける趣旨説明聴取 質疑がおこなわれた。日韓特別委員会は、漁業協定など 関連法案を一括し 審議す いわゆる「一括審議」がおこなわれた。重要審議であることに加え 多くの省庁 所管に関わる審議となったことから、首相 ほか、所管大臣として法務、外務、文部、厚生、農林各大臣さらに内閣官房長官が連日出席した。　
日韓特別委員会には、いくつかの特徴的な運用がみられる。第一に、五〇人という予算委員会に匹敵する大規模の

















































































ち、産業 特別委員会へ付託され 特別委員会では、閣法（政府・与 案）と議員立法（野党案）は、一括して審議された。質疑の際は、厚生、運輸、通産など関連法案の所管省庁の各大臣および政府委員が出席・答弁した。　
七月一四日、同委員会の与野党の理事により、閣法を共同修正することで合意された。原案より、公害対策に積極





































野党が就くこ が慣習化しており、野党委員長のもとで改正案の審議をおこなう とを回避するための提案であったと報じられて 。　
翌一九日に開かれた議院運営委員会理事会では、二四日からの臨時国会の会期を二五日間とすることのほか、公害

























































党案）にたいし、議員立法（野党案）が提出され、両法案の審議がおこなわれた。さらに特別委員会とい 装置をめぐって、その設置や委員数、日程等で与野党が対立 。特別委員会を舞台とするこ で 与野党は、その争点を鮮明に提示したと えるだろう。公害 策基本法案の審議 これま 外交 関して設置され いた特別委員会を国内の重要政策 本格的に適用した先駆的事例 なった。　
佐藤内閣期は、高度成長期の豊かさを享受する一方で、都市問題や 問題が深刻化し、そのひずみが表面化した








み分けが定着した。しかし、所管を横断するような案件や、既存の政策枠組みを超えるような案件は、その範疇に収まることができない。特別委員会は、こうした政策領域にたいし有効に働いたと考えられ 特別委員会を設置することにより、常任委員会のどこに付託するかといった所管をめぐるかけひきを避け、各省庁あいのりで政策にコミットすることが可能になる。そ 意味で、特別委員会は補完的役割を果た たと考えるこ ができるだろ 。　
一方で、特別委員会は単なる補完にとどまらず、設置そのものが争点化し、政治的意味合いを帯びるようになって
いったともいえるのではないか。一九五五年 特別委員会の規定の改正 現状追認的性格が強い改正で ったが、明文化されたことにより、特別委員会はより必要 応じた設置が可能になった。実際に特別委員会の活用が活発化するのは、一九六〇年代半ばからである。省庁を横断する大きな政治課題について 日米安全保障条約特別委員会の前例があったが、佐藤内閣期において 外交問題だけでなく 国内 策にも活用が広がって っ 。　
国会の場では、法案の内容に加え、特別委員会の設置など委員会の枠組みをめぐり、与野党間の対立・協議を展開








































































































まして、さらに検討を加えた上、小委員会をやろうという申し合わせになっております。 」と説明している（ 『第一九回国会衆議院議院運営委員会議録第七号』一九五四 月二六日） 。
（
（（）　
第一回国会では、 「隠退蔵物等に関する特別委員会」 「政党法及び選挙法に関する特別委員会」 「海外同胞引き揚げに関す 特別
委員会」 、 「皇室経済法施行法案特別委員会」 「水害地対策特別委員会」が開かれている。この時の総務会において、国会法改正委員会の早急の設置が決められた（ 『衆議院委員会先例集
　
平成一五年版』衆議院事務局、五六頁） 。一月二六日以降二月中旬まで、自由党、































































































































をはかり、それを基礎として、これに関連する所要の法体系の整備をはかって、公害対策を具体的に推進してまいることが必要であると考えまして 総理府の主掌のもとに、数次にわたる公害対策推進連絡会議 開かれ、関係各省の意見の調整が行なわれました結果、すでに発表されましたとおり、公害対策基本法試案要綱が取りまとめられた次第であります。 」とその経緯につい 述べている（ 『第五五回国会衆議院産業公害対策特別委員会議録第二号』一九六七年三月二四日。
（
（（）　














返還協定を成立させた。自民党の絶対多数と多党化現象が、安保条約容認を前提とするという意味で、本来は対決法案であるはずの沖縄返還協定の批准を、可能にしたのである。 」 （河野、前掲『戦後と高度成長の終焉』 、二三八頁）
（
（0）　『朝日新聞』一九七〇年一一月七日夕刊。
（
（（）　『朝日新聞』一九七〇年一一月 二日。
（
（（）　
同前。
（
（（）　『朝日新聞』一九七〇年 一月一九日夕刊。
（
（（）　
第六七回国会では、沖縄北方特別委員会のほかに沖縄返還協定特別委員会が設置されている。
（
（（）　『朝日新聞』一九七〇年一二月一〇日。
（
（（）　
同前。
（
（（）　
同前。
（
（（）　
河野、 掲『戦後と高度成長の終焉』 、二二四頁。
（
（（）　
佐藤内閣と社会開発政策については、村井良太「 「社会開発論」と政党システムの変容─佐藤政権と七〇年安保」 『駒澤大學法学部
研究紀要』第七一号、二〇一三年三月。新島聡「佐藤栄作内閣の公害対策─「経済開発 と「社会開発」の調和を巡る葛藤─」 『中央史学』第三八号、二〇一五年三月。
（
（0）　『朝日新聞』一九六六年一一月一八日夕刊。
